
別紙２（様式1）          研究事業評価調書（令和４年度）     令和5 年1 月6 日作成 

事業区分 経常研究（応用） 研究期間 令和2 年度～令和5 年度 評価区分 途中評価 

研究テーマ名 

（副題） 

極短穂型飼料用イネ WCS を用いた乳牛の周産期病発生予防技術の開発 

（乾乳期における極短穂型飼料用イネＷＣＳ給与による、周産期病発生予防技術を確立する。） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 農林技術開発センター・大家畜研究室 堤陽子 

＜県総合計画等での位置づけ＞ 

長崎県総合計画 

チャレンジ 2020 

戦略８ 元気で豊かな農林水産業を育てる 

   ３．農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化 
    ① 品目別戦略の再構築 

新ながさき農林業・ 

農山村活性化計画 

基本目標Ⅰ収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の強化 

Ⅰ－１ 品目別戦略の再構築 
 ⑧人・牛・飼料の視点での酪農経営の基盤強化 

１ 研究の概要(100 文字) 

研究内容 乾乳期の乳牛に、極短穂型飼料用イネＷＣＳを給与することで、分娩前後に生じる急激な血中総コレステロ

ール値の低下を軽減できるか検討し、周産期病発生予防に役立つイネ WCS の給与技術を確立する。 

研究項目 

①乾乳期の極短穂型飼料用イネ WCS の適正な給与量および給与期間の検討 

②現地実証試験・乾乳期における極短穂型飼料用イネ WCS 給与技術のマニュアル化 

③血中総コレステロール（T-cho）値の上昇に有効な成分等の検討 

２ 研究の必要性 

１） 社会的・経済的背景及びニーズ 

近年、乳牛の産乳能力は、遺伝的改良により飛躍的に向上したが、1 頭当たりの供用年数（分娩回数）は短縮（減

少）している。また後継牛を導入する場合も、黒毛和種交配による交雑種生産増加により、慢性的に初妊牛が不足し

ているため、導入費が高額となる。供用年数短縮と導入費高騰は、酪農経営を圧迫する大きな要因となるため、乳

牛の生産寿命延長に役立つ技術開発が注目されている。家畜共済統計によると、乳牛の疾病の約 7 割が分娩前後

に発生する周産期病であり、食欲不振や起立不能に伴う廃用事例の低減は、生産寿命延長に直結する。これまで

当部門では、乾乳期間短縮による周産期病予防技術の開発に取り組み一定の成果を得ているが、分娩前後に生じ

る血中総コレステロール（以下T-cho）値の急激な低下が軽減できれば、更なる生産寿命延長につながる。 

一方、極短穂型飼料用イネ（以下 イネ WCS）は、従来普及種（子実型）に比べ、穂が短く、茎葉に多くの糖分を蓄

積する特長を持つ新たな自給飼料である。これまでこの特長を泌乳牛用資材として活用する成果について、当部門

を含め複数の報告があるが、当部門での検討過程において、イネWCS給与によりT-cho値が上昇する可能性を見

出している。そこで予備的な検討として、分娩前の初妊牛にイネ WCS を給与したところ、T-cho 値が上昇・維持でき

る期間が生じ、急激な低下を抑制できることを確認している。 

 乳牛の周産期病は 2 産目以降の経産牛で重症化しやすいが、周産期病予防を目的に、経産牛の乾乳期にイネ

WCS を給与する報告はこれまでにない。イネ WCS ついて、T-cho 上昇・維持効果を検証し、乾乳期における周産期

病予防資材としての新たな特長を明らかにできれば、利用価値の高い飼料として普及することができ、酪農経営の

安定化に役立てられる。 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

 当部門では、イネ WCS の継続的な給与が、泌乳後期の乳牛や分娩前の初妊牛の T-cho 値が上昇・維持できる期

間が生じ、急激な低下を抑制できることを確認している。このような知見は、これまでに報告のない本県独自で見出

したものであり、乾乳期のイネ WCS 給与による T-cho 値のコントロールにより、周産期病の予防・軽症化技術の開

発ができるのは、当部門だけである。 

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 
項目 

研究内容・方法 活動指標  
R 
2 

R 
3 

R 
4 

R 
5 

単位 

① 
乾乳期のイネ WCS の適正な給与量および
給与期間の検討 

頭数 
目標 7 7 6  

頭 
実績 8 10   

② 

現地実証試験 
実証農家 

戸数 

目標   １ １ 
戸 

実績     

乾乳期におけるイネ WCS 給与技術のマニ

ュアル化 
式数 

目標    1 
式 

実績     

③ T-cho 値の上昇に有効な成分等の検討 項目数 
目標 １ １ １ １ 

項目 
実績 1 1   



１） 参加研究機関等の役割分担 

阿母飼料生産組合：試験飼料（イネ WCS）の生産・販売 

ながさき県酪農業協同組合：現地実証試験協力農家 

２） 予算 

研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 

 
研究費 
（千円） 

財源 
国庫 県債 その他 一財 

全体予算 74,052 30,976 43,076   37,476 5,600 
2 年度 17,752 7,824 9,928   8,524 1,404 
3 年度 18,867 7,790 11,077   9,641 1,436 
4 年度 19,357 7,681 11,676   10,316 1,360 
5 年度 18,076 7,681 10,395   8,995 1,400 

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は県職員人件費の単価とする 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 

４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績 

R 
2 

R 
3 

R 
4 

R 
5 

得られる成果の補足説明等 

①  
周産期病を予防できる極短穂型飼料用イ

ネ給与技術の開発 
１技術        〇 

分娩７日前の T-cho 値 70 ㎎/dl
以上 

②  
乾乳期の乳牛における極短穂型飼料用イ

ネ給与マニュアルの作成 
１式        〇  

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

 乳牛の周産期病予防は、他の研究機関においても様々な研究に取り組まれているが、自給飼料であるイネ WCS

の新たな特性に着目し、その給与による予防技術の開発は、これまでに検討事例はなく、新規性が高い。これまで

の経常研究や所長 FS において、本研究で活用できる予備データを蓄積しており、その発展による技術開発の可能

性が見込まれ、優位性が高い。 

 

２）成果の普及 

  ■研究の成果 

（１） 乾乳期のイネ WCS の適正な給与量および給与期間の検討 

乾乳期の経産牛へのイネ WCS 給与は、T-cho 値を維持・上昇させ、周産期病予防・軽症化に役立つ。

T-cho 値維持・上昇効果が最大化する給与量は、給与粗飼料中 70％（乾物中）であり、その維持・上昇期間

は分娩前42～31日であった。さらに、分娩前20日以降における生理的T-cho急低下を抑制できた。このよ

うな効果を持つ自給飼料は、これまでに報告事例がなく、収益性改善に効果が高い。 

   （２）T-cho 値維持・上昇に有効な成分の検討 

       イネWCS（試験資材）とコーンサイレージ（対象資材）の脂肪酸含有量について比較すると、イネWCSはリ

ノレン酸が多い特徴を持つことが分かった。そのため、リノレン酸給与による T-cho 値維持・上昇効果を調

査したが、イネ WCS 給与時の再現性は無く、他の成分を作用機序とする可能性が示唆された。 

 

■研究成果の社会・経済・県民等への還元シナリオ 

 研究期間内での現場実証試験を行い、実際に農家で飼われている牛での給与効果を検討することにより、早期

技術移転を図ることができる。また、現場実証試験の結果を含めたイネ WCS 給与マニュアルを作成し、地域の生

産者へ配布される広報誌・新聞等への掲載によって技術の普及を行い、さらに学会等での公表を行うことにより、

成果の伝達を図る。 

 ■研究成果による社会・経済・県民等への波及効果（経済効果、県民の生活・環境の質の向上、行政施策への貢献 

等）の見込み 

   本技術の開発により、乳牛の供用年数延長（分娩回数増加）に繋がり、導入にかかる減価償却費の削減だけで

なく、子牛（副産物）獲得による収入増加や、自給飼料の活用による飼料費削減が見込まれ、その波及効果は高

い。 

乳牛の分娩回数が 1 産増加すると仮定し、初妊牛を 100 万円/頭で導入した場合で試算すると、 

 100 万円÷3.3 産（H29 年乳牛分娩回数）＝30.3 万円/頭・・・① 

 100 万円÷4.3 産（＋１産増加）＝23.3 万円/頭・・・② 



 導入にかかる減価償却費は、①－②＝7 万円/頭・・・③削減できる。 

さらに、イネ WCS が十分に確保できると仮定し、県内のすべての乳牛（経産牛）に本技術を活用すると、 

③×6,000 頭（※）＝420 百万円の所得向上につながる。 

（※）長崎県酪農・肉用牛生産近代化計画R６年度目標頭数 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 

 



別紙２（様式2）                       研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（元年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A ) 

・必 要 性 ： A 

 初妊牛価格高騰と供用年数短縮による乳牛の減価

償却費増加は、酪農経営を大きく圧迫している。その

うち、供用年数短縮には、分娩前後に発生する周産期

病が深く関連しており、その予防・軽症化技術の開発

が強く望まれている。本研究による課題解決は、減価

償却費削減および副産物収入等の所得向上につなが

るものであり、必要性は高い。 

 

・効 率 性 ： A 

 研究期間内での現場実証試験を行い、実際に農家

で飼われている牛での給与効果を検討することによ

り、早期技術移転を図ることができる。さらに、これま

での経常研究や所長ＦＳで、極短穂型飼料用イネＷＣ

Ｓの給与が、周産期病の予防に役立つ可能性がある

予備データを得ており、その活用・発展によって、効率

的に進めることができる。 

  

・有 効 性 ： A 

 県内の飼料生産組合によって販売される極短穂型

飼料用イネＷＣＳを給与して研究を進めることや、現

地実証試験による技術の移転・普及を見据えた研究

計画となっており、有効性は高い。 

 

 

・総合評価： A 

自給飼料である極短穂型飼料用イネ WCS の新たな

特性に着目し、その給与による周産期病予防技術の

開発は、これまでに検討事例はなく、新規性が高い。

さらに、当部門において、独自に得ている予備データ

の活用により、技術開発の可能性が見込まれる。本

技術の開発は、乳牛の供用年数延長を可能にし、酪

農経営の安定化に大きく寄与するものであると考えら

れ、重要度が高いと言える。 

 

（元年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A ) 

・必 要 性：A 

 周産期病による分娩回数の減少で酪農経営が圧迫

しており、飼料による周産期病の予防・軽減に関する

研究は重要性・必要性が高い。また、アニマルウェル

フェアの観点からも重要な技術である。 

 

 

 

 

・効 率 性：S 

 これまでの研究で、極短穂型飼料用イネ WCS の給

与が周産期病の予防に役立つ予備データを得ている

こと、現場実証試験が計画されていることなど、十分

な準備を行って臨んでいることから、効率性は極めて

高いと判断される。 

 

 

 

・有 効 性：A 

県内で栽培されている倒状しにくい極短穂型飼料用イ

ネ WCS を使えることや、現地実証試験を行っているこ

とにより、普及見込みは高く、有効性は高い。また、極

短穂型飼料用イネ WCS の給与が周産期病の予防に

役立つという本技術の新規性が高いことも評価でき

る。 

・総合評価：A 

乳牛の供用年数を伸ばす取組は生産者にとってコス

ト削減が見込まれ、農家の経営安定につながる。ま

た、すでに予備データを得ていること、普及を見据え

た現場実証試験など、よく準備された計画である点が

高く評価される。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

対応 



 

 

途 

 

中 

（４年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A ) 

・必 要 性 ： A 

 乳牛の周産期病は、供用年数を短縮させ、減価償却

費が増加する。さらに、社会情勢の影響による飼料・

資材費高騰は、これまでに経験のない水準になりつ

つある。生乳・子牛生産による大幅な収入増が難しい

中、自給飼料の活用により周産期病発生を予防し、経

営コスト削減に貢献する本検討は、持続可能な経営を

実現する要望に合致している。 

 

・効 率 性 ： S 

予定より供試牛頭数を増やし、計画以上に調査を進

めている。供試牛の多くは、分娩後の回復も早く、早

期に受胎しているため、今後も順調に供試牛を確保で

きる見込みである。本年度より現地実証試験を行う予

定としており、技術開発及び普及を並行して進めるこ

とが可能であり、効率性は高い。 

 

・有 効 性 ： A 

 本検討は、県内産の極短穂型飼料用イネ WCS 給与

により効果が得られている。同効果をもつ自給飼料の

検討事例はなく、新規性が高い。今後、有効成分の特

定と、農家飼養牛で効果の再現性を確認することによ

り、有効性はさらに高まる。 

 

 

・総合評価 A 

自給飼料の新たな特性に着目した本検討は、良好

な再現性が得られており、収益性改善のための有用

な成果となる可能性が高い。この成果は、供用年数延

長による減価償却費削減及び自給飼料活用による飼

料費削減の両面から、酪農経営改善効果が期待でき

る。 

 

（４年度） 

評価結果 

(総合評価段階：A ) 

・必 要 性：A 

 飼料・資材費高騰の中、乳牛の周産期病による供用

年数短縮は減価償却費の増加を招き、酪農経営を圧

迫している。自給飼料の活用による周産期病発生予

防技術の開発は、経営コスト削減、持続的経営実現の

ため必要性は高い。 

 

 

 

・効 率 性：A 

 計画以上に供試牛頭数を増やし、調査を進めてい

る。今後の供試牛頭数の確保も十分で、計画通り現地

実証の開始も予定していることから、効率性の高い研

究である。 

 

 

 

・有 効 性：A 

極短穂型イネ WCS 給与による周産期病抑制効果の

検討事例はないことに加え、本研究において周産期

病抑制効果が認められており、新規性と優位性が高

い研究である。水田の有効利用にもつながること、当

初計画した成果が得られる見通しがあることから、本

研究の有効性は高い。 

 

・総合評価：A 

本研究は、乳牛に給与する飼料により乳牛の周産期

病発生を予防し酪農経営の安定化を目指している

が、飼料用の稲の品種の中から周産期病を予防する

新たな特性を見出している。この特性は、乳牛の供用

年数延長と飼料費削減の両面から収益性改善効果が 

期待される。今後現地実証試験を経て、マニュアルを

作成することにより、現場への普及を進めて欲しい。

また、乳牛だけでなく肉用牛へも応用できる技術とな

ることを期待する。 

  

 

 

対応 

 部門内供試牛で得られた成果について、飼養環境

の異なる農家飼養牛で再現性を確認し、本技術の有

効性検討を十分に行ったうえで、マニュアルを作成す

る。併せて、有効成分の特定を進め、該当成分を含有

する自給飼料を探索することで、極短穂型飼料用イネ

に限定されない汎用性の高い技術として、スムーズな

現場への普及を目指す。 

また、肉用牛への技術応用は、当部門の肉用牛関

連研究課題と情報共有を図りながら、効果的な技術活

用ができる場面を模索したい。 

 

 



 

 

事 

 

後 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

  対応 

 


